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礎を置く 「自主的環境対応」 が注目を集める背景として、 以下の社会的変化が指摘できる。 
①「環境に配慮した製品・プロセスの開発」や「環境に配慮した企業経営」をプラスの価
値として評価し、追加的なコストを負担してでもこれを慫慂しようとする消費者や投資
家の増大がある。 「自主的環境対応」は、企業の社会的責任（CSR：Corporate Social 
Responsibility)の一環としても注目を集めており、それを支える基盤としての社会的責






















いると言われる。ちなみに、日本企業の ISO14000 シリーズの取得件数を見ると、1998 年段階では
1662 件に過ぎなかったのが、2000 年では 6000 件を突破している。また、2003 年７月 17 日付日刊




















































































  そして、このようテキスト・レベルでの環境政策手段の選択の問題は、多くの場合、 「規





































１  自主的環境対応のインセンティブ構造の類型 
 















ィに基づき、 「有効な Regulatory Treat」に加えて「明確な目標」 、 「信頼性の高いモニタリ
ング・システムと透明性の確保」及び「経済的措置との組み合わせ」などの条件が整えば、
自主協定はその欠点を十分カバーし、有効に機能すると主張されている。 




これらは Regulatory Threat が効いているがゆえの防衛的行動と理解することが出来る。 
 
















3)  資本市場・財市場におけるメリットの追求 
これは、いわゆる「Pays-to-be-Green 仮説」や「Win-Win-Situation 仮説」と呼ばれて




























































2)  EU における先行的事例の調査分析 
環境政策に積極的であり、新しい政策手法についても先行的な採用が進んでいる EU に
おける官民の関係機関（欧州委員会、欧州議会、関係工業会、等）を 2003 年の 11 月 3-8
日に訪問し、自動車燃費自主協定（Voluntary  Agreement)、燃料電池（車）開発、BAT
（ Best Available Technology ）、  REACH 指令（Registration, Evaluation, and 
Authorization of  Chemicals)、ROHS 指令（Restriction of the use of certain Hazardous 
Substances in electrical and electronic equipment)、及び EMAS（Environmental 
Management and Audit Scheme）等について、複数の当事者からの並行的ヒアリング調査





3)  日本企業 408 社に対するアンケート調査 
日本企業の自主的環境対応についての企業の主観的認識に関する基礎的データベースを
得ることを目的に、2004 年 1-2 月に（社）産業と環境の会の会員企業及び環境報告書を定
期的に発表している東証一部上場企業 408 社に対して、 「企業戦略における環境配慮」 、 「環
境関連活動の透明性」 、 「環境戦略と資本市場」 、 「技術革新のインセンティブ」及び「政府
の環境政策に関する評価」に関する質問項目からなるアンケート調査を実施した。 
ちなみに、回収結果は、回答企業数 129 社・回収率 31.6%であった。また、回答企業の
業種別構成は、化学（19 社） 、電気・電子機器 16 社） 、輸送用機械（12 社） 、食品加工（10
社） 、ガラス・土石製品（6 社）及び精密機械（5 社）などをはじめとする製造業企業が 105
社、非製造業企業が 24 社であった。また、回答企業の平均資本金は 693.7 億円、平均売上
高は 7311.3 億円、平均従業員数は 6599 人、平均利税引後利益は 70.9 億円、及び自己資本










1) Regulatory Threat  又は  対政府の戦略的行動 
  以下の三つの事例が代表的なものとして見出された。 
 
ｱ)  ECーJAMA の自動車燃費自主協定（6） 
欧州委員会（EC）と日本自動車工業会（JAMA）は、 「2012 年までに EU 内で販売され
る全乗用車の平均燃費を CO2 で 120g/km とする」 という 1995 年の欧州理事会及び欧州議
会による政治的コミットメントを達成するための手段として、2000 年に「2009 年までに
EU 域内で販売される乗用車の平均燃費を CO２で 140g/km とする」旨の自主協定に合意
した。これは、欧州委員会と欧州自動車工業会（ACEA)がその前年の 1999 年に「2008 年





















ｲ)  有害大気汚染物質自主管理計画 
1997 年より有害大気汚染物質の濃度規制を主張する環境庁と自主管理を主張する通産












通り法的規制が導入される」という Regulatory Threat と認識され、毎年のモニタリング
措置と相まって自主管理計画の目標達成の実効性を担保したと考えられる（7） 。 
 
ｳ)  経団連温暖化自主行動計画 

















度及び技術基準のあり方に関する調査研究報告書資料編 （社団法人産業と環境の会） pp226-231 参照。  13
は、Regulatory  Treat としても機能している可能性も高い（8） 。 
 
ｴ)  塩素その他の規制対応 
日本製紙の場合、米国や EU での規制はいずれ日本にも導入される可能性が高いとの見
通しの下に、無塩素漂白への転換などの自主的措置が講ぜられている。また、松下電器で




2)  ビジネス上の不測のリスクの回避（(1)を除く） 





















防止し、 働く人々の安全と健康を保護するため、 対策を行い、 改善を図っていく自主管理活動のこと。
この活動は、1990 年に設立された国際化学工業協会協議会の主導のもとに、世界のレスポンシブル・
ケア競技会が推進しており、 2002 年度から三井化学株式会社の中西社長が会長を務めている。 （以上、
三井化学株式会社 2002 年度環境報告書より）また、レスポンシブル・ケア一般については、 
  http://www.nikkakyo.org/organizations/jrcc/index.hyml  を参照のこと。  14




























した企業は 27 社、 「いいえ」と回答した企業は 89 社であったが、後者のうち「将来
は影響する」とした会社が 76 社にのぼった。 
 
Q4-4「貴社の過去の環境対応の歴史が現在の財務格付けに影響を与えていると思います
か？」という問いに対して、 「はい」と回答した企業は 40 社、 「いいえ」と回答した





社、 「いいえ」と回答した企業は 45 社であったが、前者のうち「影響が甚大である






       標 本 数 ： 102    決定係数：0.0507  係 数 ： 0.473  t 値：1.75 
 
Q4-7「環境に関する貴社の企業イメージが将来の株価形成にとってより重要になると思い
ますか？」という問いに対して、 「はい」と回答した企業は 116 社、 「いいえ」と回
答した企業は 6 社であった。 
 
Q4-8「貴社の株主又は取引銀行は、環境に関する貴社の活動や対外イメージを改            
善することを望んでいるとお考えですか？」という問いに対して、 「はい」と回答し
た企業は 109 社、 「いいえ」と回答した企業は 12 社であった。 
 





Q5-12「貴社では、消費者を意識した製品差別化戦略の一環として環境対応製品を           
開発・生産していますか？」 という問いに対して、 「はい」 と回答した企業は 115 社、




に重要」と回答した企業は 82 社、 「ある程度重要」と回答した企業は 44 社、 「重要
ではない」と回答した企業は 3 社であった。 
    
Q5-15 「貴社は、 将来の消費者は環境配慮型製品であることをより重視するようになるとお
考えですか？」という問いに対して、 「はい」と回答した企業は実に 128 社、 「いい
え」と回答した企業はわずか 1 社であった。  16




調査・分析では、 主に企業ヒアリングを通じて、 以下のような事例を見出すことが出来た。 
 
ｱ)  ハイブリッド車・燃料電池車の開発 
トヨタにおいては、環境対応技術開発は、環境規制のためというよりも、技術者にとっ
て高い目標への朝鮮として取り組まれている事例が多く、ハイブリッド技術は元々1970 年































ｱ)  アンケート調査関連回答の概要 






















時々起こってきた」と回答した企業が 60 社、 「めったに又は全く起こらない」と回答し
た企業が 60 社であった。 
 






















    標 本 数 ： 40      決定係数：0.0590   係 数 ： 0.776   t 値：1.75 
 
・Q5-6 で環境規制対応による革新的な製品開発やコスト削減に繋がる工程改善が起こった























      標 本 数 ： 118  決 定 係 数 ： 0.074   


































































                        ＜ 1 位＞  ＜２位＞  ＜３位＞ 
自主的対応の枠組み作り                       47 社    35 社     24 社 
環境配慮型製品を消費者が選好する枠組み作り   3 8社      2 4社      18 社 
補 助 金 の 交 付                       19 社      29 社     28 社             












２  環境法制度論の今日的課題と対応の方向 
 














としては EMAS や ISO などの環境マネジメント・鑑査システムが取り上げられているのみであり、
経団連の「地球温暖化自主行動計画」や日本自動車工業会と欧州委員会による「自走車燃費自主協定」

























きない事例も散見され、企業ヒアリング等でも多大な懸念が示された。                       
今回の企業アンケート調査においても、 同様の傾向が観察され、 例えば Q6-1 の 「貴社は、
政府の過去及び現在の環境政策の問題点をどう評価していますか」という問いに対して、
以下の回答が寄せられている。 
                      ＜１位＞    ＜２位＞    ＜３位＞ 
  ・柔軟性に欠ける 
  (達成方法、技術・設備選択、時期等）      24 社        34 社    26 社   
.・産業や技術の現状に関する 
 政 府 の 情 報 と 見 識 が 不 足            17 社     17 社      20 社 
・非常に複雑である                 25 社     26 社      20 社  
 ・ 規 制 導 入 の 予 測 が 困 難               10 社     14 社      1 2社             
      23
また、Q6-3 の「貴社は、政府が適切な環境政策を講じるのに十分な程度に貴社の所属業
界の事情を理解しているとお考えですか？」という問いに対しては、 「全体に良く理解して
いる」と」回答した企業が 25 社、 「経済官庁は良く理解しているが、環境省は違う」と回






      ＜ 情 報 の 収 集 ・ 分 析 体 制 ＞       ＜ ステーク・ホルダーの関与＞ 
米国：規制の科学的根拠と社会的影響に関する    規制の基本的方向性を決める初期               
情報の分析・評価の徹底と十分な専門スタ    段階での公聴会開催 
      ッフ（科学・経済学の PhD 集団）の確保 
    ：膨大な理論的・実証的分析の蓄積 
EU  ：EC、加盟国政府、産業界及び NGO から      グリーン・ペーパー及びホワイト・ 
      の専門家による WG の設置や規制インパ      ペーパーの公表とインターネットを 
   ク ト 分 析 の 試 行 的 開 始            活 用した積極的コンサルテーション 
 
また、規制インパクト分析の組織的実行など、環境規制の合理性の確保という点では米






























































1)  環境規制と技術開発（含ポーター仮説の検証） 
①  従来の通説では、 わが国では厳しい環境規制基準の設定が企業の技術開発努力を誘発し、
環境技術の向上に貢献したとされているが、 企業のインセンティブ構造はそれほど単純
ではないのではないか。 特に、 環境配慮が市場価値を持つようになった 90 年代以降は、
かならずしも規制そのものがインセンティブの核になる訳でもないのではないか。 
 
































２  企業ヒアリング結果 
 
1)  自動車産業（2003.9.14.実施） 
[トヨタ自動車株式会社  笹之内環境担当部長 
及び日産自動車株式会社  和田環境・安全技術部担当部長より] 
 
a)  ポーター仮説の検証 
①  ポーター仮説が妥当する典型的な例としてしばしば引用される自動車の日本版マス
キー法の事例（ 「日本の 53 年排ガス規制が米国よりも厳しい規制であったために、
これへの対応に努めた日本メーカーの国際競争力が向上し、その後の米国市場、世



























b)  自主的環境対応のインセンティブ構造 
①  環境対応技術開発は、環境規制のためというよりも技術者にとって高い目標への
挑戦として取り組まれている事例が多い。 ハイブリッド技術は米の PNGV を契機
として 70 年代から取り組まれていた。燃料電池車開発も 80 年代の燃料電池技術
の革新に啓発されたもの。 他方、 触媒や CVCC については、 規制との関係は微妙。 
 

















c)  環境規制と企業行動  28
①  米国の CAFE 規制は、ある程度柔軟性のある折衷的な規制システムとしてイノベー
ションではあったが、トラックが事実上しり抜けになった（SUV も事実上含む柔軟































2)  電気機器製造業（2003.10.9.実施） 
  [松下電器産業株式会社  蒲生環境渉外担当部長より] 
  29
ｱ)  ポーター仮説の検証 















②また、環境ビジョンの具体化のために、 「全製品のグリーンプロダクツ化」 、 「燃料電池
などの環境エネルギー事業の取り組み」 、 「環境コミュニケーション」 、 「真のゼロエミ
ッションなどのクリーンファクトリーへの挑戦」 、 「製品リサイクルの強化」 、 「省エネ
ルギー、省資源化といった販売物流のグリーン化」 、 「環境経営と人づくり」という７











ｳ)  環境規制と企業行動 
①ノンフロン冷蔵庫についてみると、日本の安全規制は EU に比べて非常に厳しく、ノ
ンフロン化製品の導入が 1-2 年遅れた実態がある。 
 






び JIS 省エネラベリング制度などが有効。 
 







3)  石油化学産業（2003.9.18.実施） 
     [三井化学株式会社  岩本環境安全役員付部長より] 
 




なみに、大気汚染物質たるベンゼンの自主的排出削減の例では、3-4 年で 200 数十





        →  上記自主的対応は、コストがそれほど過大ではなかったために前進した可能
性が大きい。 
 
ｲ)  自主的環境対応のインセンティブ構造 
①  同社（三井化学）の環境問題に対する対応は、1990 年代までは規制対応であった


























自主的に対応していったことが、短期間での目標（対 95 年比 30%減）を上回る成
果に結びついた。また、この経験からすると、まずベストテクノロジーを用いよと







4)  製紙産業（2003.10.9.実施） 
    [日本製紙株式会社  二瓶参与技術本部長代理兼環境部長より] 
 








②  工程改善の技術開発は、基本的に自社対応で進められる。 
 
ｲ)  自主的環境対応のインセンティブ構造 


































5)  鉄鋼業（新日本製鐵） 
 
ｲ)  自主的対応のインセンティブ構造 
①  鉄鋼業の温暖化対策は、基本的に省エネルギー対策（工程改善、燃料転換、排エネ
回収発電、廃プラ利用発電）というコスト削減に直結する経済合理的な取り組みと










6)  電気事業（東京電力） 
 










ｳ)  環境規制と企業行動 





球規模での CO2 排出量の増加を招くことから反対。 
 
 
３  学識経験者ヒアリング結果    （2003.11.27.実施） 




















ｲ)  枠組み規制的手法 















ｴ)  自主的取り組み手法 
 ： OECD の分類によれば、次の３つの類型あり。 
①公的自主計画：計画的な枠組みだけを行政が示し、それへの参画するかどう
かを企業の自主的判断に委ねるもの。 
    ②自主協定：企業乃至は企業群と行政側が協定を結ぶもの。日本の公害防止協
定や地球温暖化対策に係る自主協定などが例。 
    ③片務的公約：行政の関与はない純粋の企業コミットメント。 
 
ｵ)  情報的手法 







ｶ)  手続き的手法 











 ｲ )  直接規制の問題点 




    ②予防的な対応力：環境汚染の未然防止という観点からの規制については、上記の科 
学的知見の集約が困難。 
    ③臨機応変な対応力：緊急な事態に対応した迅速な規制は困難。また、事態の急変に 
対応した基準の見直しも困難。 
    ④規制のコスト高：基準遵守の実態を規制側も事業者側もモニタリングするコストが 
嵩むため、中小汚染源や一つ一つの発生源としては非常に小さい 
民生・運輸部門では実施が困難。 
    ⑤遵守可能性：直接規制はナショナルミニマム的なものなので、遵守の可能性が問題 
となり、先進的基準策定は事実上困難。 
    ⑥既得権益化：定められた規制基準以上の実施インセンティブが不足、或いはその基 
準値が非常に低い場合には逆に既得権益化の懸念有り。 
 



















環境規制と技術開発（平成 14 年版環境白書より） 
 









 ｲ )  各論：マスキー法により排ガス対応が進展したが、新車開発可能性は考慮。低公害車 
の導入につき経済的措置の関与は効果有り。 

























自動車燃費自主協定（Voluntary Agreement: VA）について 
            （ EU 海外調査報告より抜粋） 
 
 
１  背景とこれまでの経緯 
・  乗用車の燃費基準については、80 年代後半より地球温暖化問題が重視され、加盟国の
ハイレベルの政治的課題として注目されるようになった事情を反映し、 あくまで政治的
な判断として、 「2012 年までに EU 内で新規に販売される全乗用車の平均燃費を CO2
で 120g/km 以下とする」 旨の EU としての最終目標が 95 年に理事会及び欧州議会によ
ってコミットされた。この措置（自主協定）は、この最終目標を確実にクリアするため
のステップとして、1999 年には ACEA（欧州自動車工業会）との間で、また 2000 年
には JAMA（日本自動車工業会）及び KAMA（韓国自動車工業会）との間で、それぞ
れ 2008 年までに、又は 2009 年までに、 「EU 域内で新規に販売される乗用車の平均燃
















ろう。JAMA 及び KAMA とは、ACEA との競争条件を揃える観点から、一年遅れの目
標年次で同一目標基準達成の合意を取り付けたもの。[環境総局] 
 
・  この自主協定における 140g/km という目標基準は、 2012 年に EU 域内で新規に販売さ






持つ NGO や議会から直接規制の議論が出て来かねないので、 ACEA も締結しているこ
ともあり、公には「達成できないとは言えない」事情があった。ちなみに、JAMA 及









ついての業界ステートメントについて意見交換を行い、12 月 7 日の環境相理事会にそ





２  自主協定の機能に関する評価 














・  ヴィッツで 130g/km、プリウスで 120g/km、新型プリウスで 100g/km ということを考


































・  自動車業界では、既に以前から CO2 問題については注目していたし、そしていかなる
手段を用いて、CO2 削減ができるのかについての議論も産業内で模索されていた。現
在、VA を通じて 2008 年まで何ができるのかについて考え検討している。もし、この
















３  今後の見通しと課題 















・  エンジニアの観点からは、ディーゼルはガソリン・エンジンと比べてより効率的な技術 42









(参考)  VA という手法の生成とその評価について（OECD 資料による引用） 
 
・  1980 年代から、 EU の加盟国及びそれ以外の国々では、 環境問題に対する VA という手













(ウ)  規制のような強制力を持たないが、 量的目標の設定及びタイムテーブルの呈示によ
り、プレッシャーをかけるという意味で業界側の主体的対応を促せる。 
 





・  ＶＡにはいくつかの欠点があるものの、1999 年のＯＥＣＤの報告によれば、制度設計
において以下の注意点に配慮すれば、欠点も十分にカバーできる。 











(エ)  情報提供の維持。 ＶＡがもたらす情報的効果を最大限に維持するため、 技術的援助、
技術ワークショップ、 最も実効性のある技術についての情報公開といった努力が継
続される必要がある。 



























１  アンケート調査の概要 
 
①対象企業： （社）産業と環境の会会員企業＋環境報告書を定期的に発表している東証一部
上場企業    計 408 社 
     (→相対的に環境対応インセンティブとイノベーションの可能性の高い企業群） 
 
②実施方法：インターネットにて質問票を対象企業環境対応部局（当該部局がない場合は
総務乃至企画部局）に送付し、メール又は FAX 等により回収。 
 
③実施予定：2004 年 1 月 30 日に（社）産業と環境の会より調査票を送付し、2 月 20 日に
回答締め切り。 
 
④回答企業：回答企業数 129 社・回収率 31.6%であった。 
：回答企業の業種別構成は、化学（19 社） 、電気・電子機器 16 社） 、輸送用機
械（12 社） 、食品加工（10 社） 、ガラス・土石製品（6 社）及び精密機械（5
社） などをはじめとする製造業企業が105社、 非製造業企業が24社であった。 
：また、回答企業の平均資本金は 693.7 億円、平均売上高は 7311.3 億円、平均
従業員数は 6599 人、 平均利税引後利益は 70.9 億円、 及び自己資本比率は 41%
であった。 
 
⑤調査項目：  下記のとおり。なお、詳細は２の質問項目と回答集計結果参照。 
a)  対象企業の海外事業活動の状況 
b)  対象企業の企業戦略における環境配慮の現状 
c)  対象企業の環境関連活動に関する透明性 
d)  対象企業の環境政策と資本市場との関連 
e)  対象企業の環境対応活動、環境対応コスト、技術革新のインセンティブ 






２  質問項目と回答集計結果 
 





    １  20%以下：76 社    ２  20-50%：30 社 





    最大市場：輸出      北米：19 社、EU：3 社、アジア：16 社、 
    最大市場：海外生産  北米：19 社、EU：3 社、アジア：13 社、 
 
(1-3)  貴社の海外事業は、拡大傾向にありますか。以下より適切なものを選んで下さい。 
    １  拡大傾向：79 社、２  横ばい：33 社、３  縮小傾向：2 社 
 
 
２  企業戦略と環境配慮 
 
(2-1)  貴社の企業戦略において、 「環境配慮」はどれくらい重要でしょうか。以下から適当
と思われるものを選んで下さい。 
１  全く無視：1 社、            ２  多少は考えている：0 社、 
３  どちらともいえない：2 社、  ４  ある程度重視：26 社、   







 時   期   設置の有無      平均人員数      平均予算額 
 現   在      128 社    22.21 人 1362.32 百万円 
  5 年  前      115 社    18.68 人 923.19 百万円  46
  10 年  前      83 社    18.40 人    551.25 百万円 
 
 
(2-3)  貴社は、 環境管理システム(Environmental Management System)を導入しています
か。 
    １ ．はい：127 社 、      ２ ． い い え ： 2 社 
 
(2-4)  導入されている場合、それはいつからですか。 
    1．94 年以前より：10 社、  ２．95-99 年：96 社、  ３．2000 年以降：21 社 
 
(2-5)  貴社は、 「環境に配慮する企業」という貴社の企業イメージを増進するべく努力して
おられますか。 






a)  政府の規制を遵守するため 
            一 位 ： 60 社、二位：14 社、三位：16 社、 
b)  将来の政府規制を先取りして実行するため 
            一 位 ： 11 社、二位：28 社、三位：20 社、 
c)  事業の効率性を高めるため 
一位：14 社、二位：26 社、三位：19 社、 
d)  将来の賠償責任を免れるため 
           一位： 2社、二位：14 社、三位：18 社 
e)  自社の企業イメージを高めるため 
           一位：31 社、二位：24 社、三位：28 社 
f)  ライバル企業に対する技術的な優位を確立するため 
           一位： 4社、二位： 6社、三位：11 社 
g)  異なった商品開発を通じて消費者にアピールするため 





３  透明性 
 
(3-1)  貴社では、 「環境報告書」を作成･公表していますか。 
          １．はい：125 社、      ２．いいえ：4 社、 
 
  (3-1a)  「はい」である場合、いつ頃から作成・公表しておられますか。 
     １ ． 2000 年以降：64 社 、   ２  1995 年以降：54 社、 
 ３ .  1990 年以降：6 社 、   ４  80 年代以降：0 社、 
 
(3-2)  貴社では、 「環境会計」を実施されていますか。 




    a)  貴社本体のみ                ：90 社、 
    b)  貴社の国内の子会社・関連会社：49 社、 
    c)  貴社の海外の子会社・関連会社：19 社、 
 
(3-3)  貴社の環境関連活動は、外部の監査人による監査を受けていますか。 
１．  はい：65 社、        ２．いいえ：63 社、 
 
(3-4)  貴社の環境対応等に関する NGO からの情報提供要求がこの 4-5 年で顕著に増えた
とお考えですか。 
１．  はい：80 社、        ２．いいえ：49 社、 
 
(3-5)  貴社の環境対応等に関する金融アナリストからの情報提供要求がこの 4-5 年で顕著
に増えたとお考えですか。 
１．はい：90 社 、      ２ ． い い え ： 39 社、 
 
 






                       一 位      二 位  
    a)&b)  政府系機関及び銀行からの融資        28 社      22 社 
c)    株式・社債発行            14 社 、     17 社、 
d)    内 部 留 保               34 社 、     9 社、 
















１．はい：68 社、      ２．いいえ：7 社、 
 
(4-6)  貴社が上場されている場合、 「環境」に関する貴社の企業イメージが貴社の株価に影
響しているとお考えですか。 




a) 甚 大 で あ る         ： 10 社、 
  b)  多少影響する        ： 47 社、 




１．はい：116 社、      ２．いいえ：6 社、 
  49
(4-8)  貴社の株主又は取引銀行は、 「環境」に関する貴社の活動や対外イメージを改善する
ことを望んでいるとお考えですか。 
１．はい：109 社、      ２．いいえ：12 社、 
 
 







                     ＜ 一 位 ＞    ＜ 二 位 ＞  
   １ .担当スタッフの労働時間コスト      61 社      51 社 
   ２ .担当部署外の労働時間コスト        49 社      48 社 
   ３ .コンサルティング・コスト           6社       9 社 
   ４ .スタッフの研修コスト               4社           1 2社 
 
(5-1a)また、それぞれのコストの大きさについて、お答え下さい。 
                 ＜ 一 位 ＞    ＜ 二 位 ＞  
１.甚 大 で あ る             28 社      9 社 
２.かなり大きいが許容できる          90 社     107 社 











a) し ば し ば 寄 与 し た       ：  16 社、 
ｂ) 時 々 寄 与 し た          ： 57 社、 





a)  便益がコストを遥かに上回っている  ：  3 社 
b)  便益が幾分コストを上回っている    ：  9 社 
c)  便益コストは同程度である          ： 14 社 
d)  コストが幾分便益を上回っている    ： 41 社 





a)  しばしば上回ってきた          ： 14 社 
b)  ときどき上回った              ： 31 社 
c)  めったに上回ったことがない    ： 48 社 





a)  しばしば起こっている          ： 11 社 
b) 時 々 起 こ っ て い る        ：  49 社 
c)  めったに起こらない            ： 49 社 
d)  全く起こったことがない        ： 11 社 
 
(5-7)  貴社では、過去政府による環境規制にどのような手法で対応してきましたか。以下
の選択肢のうち、該当するものを選んで下さい。 （複数回答可）   
 
                   ＜ 一位＞    ＜二位＞    ＜三位＞ 
a)  特 定 の 製 品 の 生 産 中 止     3 社     2 社     9 社 
b)  既存の製品の改善・改良     31 社       3 8社       2 3社 
c)  新 製 品 の 開 発         12 社     9 社        25 社 
d)  既存工程の改良・改善        6 4社       3 0社        9社 





    １  1%以下  ：  13 社       ２ .  2-5%    ：  33 社 




                          ＜一位＞      ＜二位＞ 
   a) R&D       26 社      45 社 
b)  設備投資       65 社      19 社 
c)  その他投資      6 社      29 社 
 
(5-10)  もし、 政府規制がなかったと仮定すると、 貴社では上記(5-8)の環境対応投資と同じ
額が投資されたと考えられますか。 
１. は い ：  39 社          ２．いいえ： 71 社 
 
(5-11)  貴社では、大雑把にみて全 R&D 投資の概ね何％程度が環境対応目的に振り向けら
れていますか。 データがない場合は推計値で結構ですので、 数字でお答え下さい。 
      １  10%未満          ： 42 社 
            2    10%以上 30%未満  ： 31 社 





(5-12)  貴社では、 消費者を意識した製品差別化戦略の一環として環境対応製品を開発生産
していますか。 
１．  はい： 115 社        ２．いいえ： 10 社 
 
(5-13)  貴社では、環境対応を軸とした製品開発及び販売を積極的に進めていますか。         
１．  はい： 107 社        ２．いいえ： 18 社 
 
(5-14)  貴社の過去の経験に照らして、 「環境配慮型製品」であることは消費者にアピール
する上でどれくらい重要であると考えておられますか。以下から最も適切と考えら
れるものを選んで下さい。  52
a)  非常に重要である  ：  82 社      b)  ある程度重要である： 44 社 




１．  はい： 128 社        ２．いいえ： 1社 
 
 





                                    ＜一位＞    ＜二位＞    ＜三位＞ 
  a)  遵守のコストが嵩む            46 社    22 社     16 社 
b)  非常に複雑である        25 社    26 社     20 社 
c)  柔軟性に欠ける                24 社    34 社     26 社 
（達成方法、技術の選択、 
設備の選択、実施時期など） 
      d )  （規制導入の）予測が困難      10 社    14 社     12 社 
      e )  産業や技術の現状に関する 




                   ＜ 一位＞    ＜二位＞    ＜三位＞ 
   a)  補 助 金             19 社     29 社     28 社 
b)  最も適切な技術の提示          14 社     19 社     33 社 
c)  規 制 に よ る 目 標 設 定          8 社     19 社     18 社 
   d)  自主的対応の枠組み提示        4 7社     35 社     24 社 
e)  環境配慮型の製品を 
消費者が選考する枠組作り       38 社     24 社     18 社 
 
(6-3)  貴社は、政府が適切な環境政策を講じるのに十分な程度に貴社の所属業界 
の事情を理解しているとお考えですか。以下の選択肢のうち、最も適切と 
思われるものを選んで下さい。  53
a)全体に良く理解している、                ：  25 社 
b)経済官庁は理解しているが、環境省は違う  ：  54 社 




１．はい：  118 社        ２．いいえ：  8 社 
 
(6-5)  貴社は、政府がより現実的で合理的な環境政策(規制を含む)の策定に必要とするので
あ れ ば 、 自 社 の 最 先 端 の 技 術 情 報 を 積 極 的 に 提 供 し て も 良 い と お 考 え で す か 。      
１．はい：  79 社        ２．いいえ： 30 社 
 
(6-6)  貴社は、 過去の政府の厳しい環境規制により貴社の世界市場での競争力が増した事実
はあるとお考えですか。 




    １ ．関心があり、自ら情報を収集している。      ：  65 社 
    ２ ．関心はあるが、自ら情報収集はしていない。  ：  61 社 
（政府、政府系団体経済団体、コンサル等 
による情報提供を活用） 




      １ ． 米 国 (州政府を含む)       ：  102 社 
 ２  EU              ：  112 社 
  ３．米・EU 以外の OECD 諸国       ：   34 社 
４.  NIES 諸 国             ：   3 8社 
５  ASEAN 諸 国           ：  71 社 
６  中 国               ：  82 社 







浅茅剛久・岩渕勲（2002）  「企業のための環境法」  有斐閣 
大塚直 (2002)  「環境法」  有斐閣 
澤昭弘・関総一郎編著  (2004)  「地球温暖化問題の再検証  －ポスト京都議定書の交渉
にどう臨むかー」  経済産業研究所経済政策レビュー10、  東洋経済新報社 
佐和隆光・植田和弘編 (2002)  「環境の経済理論」    岩波講座環境経済・政策学１ 
  岩 波 書 店  
資源エネルギー庁省エネルギー対策課監修  (2003)    「平成 15 年度改正[省エネ法]法令
集」 、財団法人省エネルギーセンター 




Alberini, A.& Segerson, K. (2002)  “Assessing Voluntary Programs to Improve 
Environmental Quality”    Environmental and Resource Economics 22: pp.157-184 
Arora, S (2001)  “Voluntary abatement and market value : An event study approach,”  
SIEPR Discussion Paper    No.00-30 
Barrett, Scott  (1994)  “Strategic Environmental Policy and International Trade,”   
Journal of Public Economics,    Vol.54,  pp.325-338 
EPA (2000)  “Green Dividends ?  The Relationship Between Firms’ Environmental 
Performance and Financial Performance,”  EPA-100-R-00-021 
Goldberg, Pinelopi K. (1998)  “The Effects of the Corporate Average Fuel Efficiency 
Standards in the US,”  The Journal of Industrial Economics, Vol.XLVI, No.1, 
pp.1-33. 
Hart,  S.L.  &  Ahuja,  G.  (1994)  “Does  it  Pay to be Green ?    An Empirical Examination 
of the Relationship between Pollution Prevention and Firm Performance,”   
Johnston, Jason S. (2003)  “Signaling Social Responsibility : An Economic Analysis of 
the Role of Disclosure and Liability Rules in Influencing Market Incentives for 
Corporate Environmental Performance,”  Conference Paper for Faculty of Law, 
University of Tokyo 
Khanna, N. and Vidovic, M. (2001) ‘Facility participation in voluntary pollution 
prevention programs and the role of community characteristics: Evidence from the 
33/50 program,’ Binghamton University, Economics Department Working Paper 
Series WP0103.  55
King, A.A. and M.J. Lenox (2001) “Does I t  R e a l l y  P a y  t o  B e  G r e e n ? , ”   Journal of 
Industrial Ecology,  Vol.5,  No.1 
Klassen, R. D. and McLaughlin, C. P. (1996) ‘The impact of environmental management   
on firm performance,’ Management Science, 42(8), 512-536. 
Lyon, Thomas P.& Maxwell, John P. (2002)  “ “Voluntary” Approaches to 
Environmental Regulation : A Survey“  Economic Institutions and Environmental 
Policy,  Ashgate  Publishing  Ltd. 
OECD (2003)  “Voluntary Approaches for Environmental Policy  - Effectiveness, 
Efficiency and Usage in Policy Mixes - “ 
Parmer, Karen; Oates, Wallace E.; Portney, Paul R. (1995)  “Tightning Environmental 
Standards : The benefit-Cost or the No-Cost paradigm?,” 
    Journal of Economic Perspectives, Vol.9, No.4, pp.119-132. 
Porter, Michel E. (1991)    “America’s Green Strategy,”  Scientific  American, 
April P.96, 
Porter, Michel E. and Claas van de Linde (1995)  “Toward a New Conception of the 
Environment-Competitiveness Relationship,” Journal of Economic Perspectives, 
Vol.9, No.4, pp.97-118. 
Russo, M.& Fouts, P. (1997)    “A resource-based perspective on corporate environmental 
performance and profitability,’ Academy of Management Journal, 40, 534-559. 
Shane, P. B. and Spicer, H. H. (1983), Market response to environmental information 
produced outside the firm, The Accounting Review, LVIII, 521-538. 
Simpson, David R. (1996)  “Taxing Variable Cost : Environmental Regulation as 
Industrial Policy,”    Journal of Environmental Economics and Management,   Vol.30, 
pp.282-300 
Spicer, B. H. (1978), “Investors, corporate social performance, and informational 
disclosure : An empirical study,”    Accounting Review, 53, 94-454. 
Vidovic, M. and N. Khanna (2003)  “Can Voluntary Pollution Prevention Programs 
Fulfill Their Promises ? Evidence from the EPA’s 33/50 Program,”  Binghamton 
University, Economics Department Working Paper Series WP0315. 
Viscusi, W.Kip & Vernon, John M.& Harrington, Joseph E. Jr. (2000)  “Economics of 
Regulation  and  Antitrust  –Third  Edition-,”  MIT 
White, M.A. (1996)  “Corporate Environmental Performance and Shareholder Value’,” 
http://etext.lib.virginia.edu/etcbin/browse-mixed-osi?id=WHI002&tag=public&image
s=/lv6/OSI/archive/images&data=/lv6/OSI/archive 